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＜定期巡回・随時対応型訪問介護看護 利用料金表＞  

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護（Ⅱ）連携型 

１月につき 
介護のみ利用 連携先訪問看護事業所で算定 

負担割合 負担割合 

要介護度 １割 ２割 ３割 １割 ２割 ３割 

要介護１ 5,680 11,360 17,040 

2,945 5,890 8,835 
要介護２ 10,138 20,276 30,954 

要介護３ 16,833 33,666 50,499 

要介護４ 21,293 42,586 63,879 

要介護５ 25,752 51,504 77,256 3,745 7,490 11,235 

・月途中からの利用（契約）開始または、月途中での利用（契約）終了の場合は、所定単位数を日割り計算する。 

・短期入所系サービス日割り 短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、 

              短期利用特定施設入居者生活介護、地域密着型短期利用特定施設入居者生活介護 

利用時、当該月の日数から短期入所系サービスの利用日数（退所日を除く）を減

じて得た日数に下記の日割り単価を乗じて得た額を当該月の金額とします。 

○加算等 
 負担割合  

 １割 ２割 ３割 加算の説明 

初期加算 30円/日 60円/日 90円/日 利用開始日から起算して３０日以内の期間。 

総合マネジメント

体制強化加算 
1,000円/月 2,000円/月 3,000円/月 

①他職種共同し、計画を見直し。 

②関係施設に対し、必要な情報提供。 

生活機能向上加算（Ⅰ） 100円/月 200円/月 300円/月 （Ⅰ）計画作成責任者が、外部リハビリテーション事業

所の理学療法士等の助言に基づき計画作成する。 

（Ⅱ）居宅訪問を要件とする。 生活機能向上加算（Ⅱ） 200円/月 400円/月 600円/月 

同一建物減算1 
▲600円/月 

▲20円/日 

▲1,200円/月 

▲40円/日 

▲1,800円/月 

▲60円/日 

事業所と同一敷地内の建物に居住している

場合。月途中の利用（契約）は日割りとなる。 

同一建物減算2 
▲900円/月 

▲30円/日 

▲1,800円/月 

▲60円/日 

▲2,700円/月 

▲90円/日 

同一敷地内等の建物に利用者が50人以上居

住している場合。月途中契約は日割り。 

通所利用減算 

（要介護1） 
▲62円/日 ▲124円/日 ▲186円/日 

通所介護、通所リハビリ、地域密着型通所介

護、認知症対応型通所介護を利用した日に減

算となる。 

通所利用減算 

（要介護2） 
▲111円/日 ▲222円/日 ▲333円/日 

通所利用減算 

（要介護3） 
▲184円/日 ▲368円/日 ▲552円/日 

通所利用減算 

（要介護4） 
▲233円/日 ▲466円/日 ▲699円/日 

通所利用減算 

（要介護5） 
▲281円/日 ▲562円/日 ▲843円/日 

サービス提供体制強化 

加算（Ⅰ）イ 
640円/月 1,280円/月 1,920円/月 

①全職員に対し、計画的な研修実施。 

②情報の伝達、技術指導の為の会議。 

③全職員に健康診断を実施。 

（Ⅰ）イ 介護福祉士割合100/40等 

（Ⅰ）ロ 介護福祉士割合100/30等 

（Ⅱ）  常勤職員割合100/60等 

（Ⅲ）  勤続年数3年以上割合100/30等 

その他要件による。 

サービス提供体制強化 

加算（Ⅰ）ロ 
500円/月 1,000円/月 1,500円/月 

サービス提供体制強化 

加算（Ⅱ） 
350円/月 700円/月 1,050円/月 

サービス提供体制強化 

加算（Ⅲ） 
350円/月 700円/月 1,050円/月 

介護職員処遇改善加算

（Ⅰ） 
所定額の13.7％ 

職員の賃金改善の取組への加算。その他算定要件

による。 

介護職員等特定処遇改善

加算（Ⅰ） 
所定額の6.3％ 

職員の賃金改善の取組への加算。介護職員処遇改善加算を算定

し、サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イを算定している等その

他算定要件による。 

介護職員等特定処遇改善

加算（Ⅱ） 
所定額の4.2％ 

職員の賃金改善の取組への加算。介護職員処遇改善加算を算定

している等その他算定要件による。 

 


